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毎週のZoom会議の概要

■RACDAでは毎週火曜の幹部会
■コロナ下でZoom化、全国に拡大開催。65回開催

コロナ禍の影響分析と情報公開
ロビー活動の作戦会議

■毎回平均20名が参加。札幌から沖縄まで
大学教授４人、市民団体８人など多彩
学生・研究者・コンサル・新聞記者・国会議員も

■自由な意見交換の場が誕生
前半はバスマップ

後半は制度財源中心



討議内容の変化

■コロナ危機の広報拡大・危機意識の共有

★2020-0417  緊急アピール、交通崩壊を防げ

■コロナ影響調査と減便情報の報道収拾

■729自治体、319億円の公共交通支援判明

★2020-1020 コロナ後の地域公共交通に向けた具
体策と制度の提案

■PSOなど公共交通を支える仕組みの議論

■JRや民鉄の大手の支援→情報公開の困難さ
■バスマップから、電車バス情報公開方法議論

■人口を増やす交通まちづくりを目指せ



我々が支援すべき事業者の規模感

対象は約1兆円か!?

年間に2000億円か!?



全国的交通崩壊の危機が伝わらない、事
業者が危機だと言えない５つの理由

原因1  民間事業なので、信用不安が怖い

原因2  今まで行政の支援を沢山受けてきて、言いにくい

原因3  全業界が打撃を受けているので、自分たちだけ言えない

原因4  運輸局や国には財政支援など相手にしてもらえないと思ってる

原因5  民鉄協会、バス協会ともに地方には向いてくれないと思ってる

• 各地で交通を担っている事業者自身が危機を訴えないと、マスコミ
も社会も受け止めません。

• 勇気を持って、数字を示して、国民市民に訴えないといけません。



交通で食えない交通事業者と、税金投入を阻む財界事情
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キーワード
• バリアフリーは公費で

• サービス水準の設定が先決

• 人生３５年／８５年は電車バスが必要

• 一般会計の1%を電車バスに!!!

• 人口を増やすサービス水準は

30便30分毎

• JRにも公費負担を、吉備線LRT



バリアフリーは公費で

• 電停調査の結果・暫定 2018/1

• 全国１８事業者 １１２０電停 (阪堺線82電停)

• 車椅子かろうじて可能 751電停 ６７％ (57電停 70%)

• 屋根整備率 911電停 ８１％ (66 電停 80%)

• ベンチ整備率 574電停 ５１％ (66電停 80%)

• 全電車 701輌 (38輌)

• 低床電車 115輌 ( 3輌)

• 高床完全対応（都電・世田谷） 46輌 ２３％ ( 8%)

道路事業として、都市のバリアフリーを大胆に



ライトレール究極のバリアフリー

フランス・ストラスブールのユーロトラム



サービス水準の設定が先決

ＲＡＣＤＡのアクション６

１．最寄の駅バス停まで３００ｍ、５分

２．岡山市内を１時間で移動できる

３．ピーク以外は座れる

４．一日中３０分に1]本は走っている

５．岡山市内を５００円で移動できる

６．ランデブー拠点を便利



人生３５年／８５年は電車バスが必要
We use public transportation ３５ｙears/85years

子供も学生も、車購入までは、公共交通が必要

成人も飲酒時や障害を持てば、公共交通が必要

７０歳以上は免許返上すれば、公共交通が必要

外国人も旅行者も、公共交通は必要

公共交通は道路やWi-Fiと同様の社会インフラ

２０歳車購入 ７０歳免許返上
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「軌道に乗る」⇔「無軌道」
初期投資大だが覚悟が必要、→計画的まちづくり

バスは定時制、輸送力、バス停サービスの面で、鉄軌道には及ばない
バス転換後７０％以上で平均乗客は半減している



一般会計の1%を電車バスに!!!

• バリアフリー対応費用は、全面公費で

• 福祉予算→経済政策・地域への再投資

• 電車バスは限定付タダでもよい

最近欧米で始まる、トルンなど

• いなべ市180億の1%コミバスはタダ 1億8000万円

スクールバスも別途 4000万円

• 名古屋市一般会計 1兆2973億円

名古屋市高齢者バス補助 140億?の問題化

• 堺市 一般会計 4184億円

高齢者支援 4億0670万円

モノレール検討・都心交通実験 2069万円



人口を増やす サービス水準は30便30分毎

西大寺駅・牛窓

邑久駅・牛窓

全バス路線掲載

玉野・児島・坂出駅の瀬戸大橋
直下バスルート紹介





瀬戸内市の人口動態・一人負け牛窓



吉備線30便

牛窓線26便





JRにも公費負担を、吉備線LRT
• ＪＲ西日本が地域鉄道再建の第一歩

• ランニングコスト６億円

• うち１億円の修理費の半分5000万円市負担

便数倍増、ピーク１０分ヘッド

３０ｍ級12輌３６億円、一部軌道化



最終キーワードは「情報公開」

★2021-0420地域公共交通計画による情報公開等
調査ver3 新潟 佐藤輝和

• 会議公開比率：43.82%

• 議事録公開比率：20.22%

• 市民参加可能比率：21.35%

• 公共交通マップ製作予定比率：68.54%

• 協議会運営等委託業者公開比率：38.20%

• 税金投入拡大の前提として、事業者の情報公開、
自治体の計画能力の充実が求められる。


